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大田市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画(令和６～８年度) 

－ 令和７年度事業実績報告書 － 
 

 計画の基本理念                           
 

1.計画の基本目標及び方向性 

この計画では、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、自分らしく自立し住み続けることが

できるよう、介護保険サービスの確保のみに留まらず、地域包括ケアシステムを構成する「医

療」「介護」「介護予防」「生活支援」「住まい」の５つのサービスと、それぞれが密接に関連し、

今後ますます増加することが予想される認知症高齢者に対応するための「認知症施策・権利擁

護」を組み合わせた４つの基本目標を定め、中長期的な取組を行います。 

 

2.計画の基本理念・基本目標・施策 

(計画の体系図) 

基本理念 
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１ 地域包括ケアシステム

の深化・推進 

①在宅医療・介護連携の推進 

②地域共生社会の実現 

③地域包括支援センターの機能充実・強化 

④安定した住まいの確保に係る取組の推進  
   
 

２ 介護予防・健康づくり

施策の充実・推進 

①介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

②高齢者の保険事業と介護予防の一体的実施

の推進 

③生きがいづくりの推進 

④就労・地域参加の促進  
   
 
３ 認知症施策と権利擁護

の推進 

①認知症施策の推進 

②権利擁護の推進 
   
 

４ 効率的で適正な介護保

険サービスの提供 

①介護サービスの基盤整備 

②サービス別事業量の見込み 

③保険料の算定 

④介護保険サービスの適正な運営 

 

 １．地域包括ケアシステムの深化・推進                   
 

1.在宅医療・介護連携の推進 

(1)在宅医療・介護連携の連携強化 

①医療・介護・地域資源の把握 

介護保険パンフレット「あったかいね介護保険」や「介護保険サービスマップ」、「高齢者

べんり帳」等を作成することにより、医療機関や介護事業所をリスト化・マップ化しており、

これらを定期的に更新することで、地域の社会資源の情報収集を行っている。 

②課題抽出と施策立案 

地域ケア会議（個別会議・自立支援サポート会議）で地域課題の抽出を行い、その後、多

職種により地域ケア推進会議を開催。抽出された課題（令和７年度は身寄りのない高齢者支

資料２－１ 
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援）について今後必要となる取組について検討を行うとともに「支援者同士の連携強化、対

応力向上」、「一般市民等との連携、地域力の向上」により日常生活の見守り等について議論

を行い方策の検討を行った。 

③医療・介護関係者間の研修 

大田市歯科医師会及び大田地域介護支援専門員協会と共催し、「顔の見える関係づくり」

をテーマに研修会を実施した。 

また、大田市立病院主催の地域連携研修会や、大田市地域福祉推進支援機関実務者会議へ

出席し、提言や意見交換を行い関係者との身近な関係づくりを図った。 

④医療・介護関係者の情報共有の支援  

R7年度診療所訪問時に医療・介護・福祉の連携に係る課題についてヒアリングを行った。

かねてより高齢者の相談対応に応じる居宅介護支援事業所職員、地域包括支援センターへ

は事業者協議会総会や居宅部会等をはじめとした機会を通じて情報提供に努めるとともに、

地区での身近な相談役である民生委員や高齢者通いの場づくり事業のコーディネーターと

状況に応じて情報提供、相談に努めている。  

⑤普及啓発  

介護サービスで受けられるサービス内容や利用方法をまとめた介護保険パンフレットや

高齢者べんり帳を作成し、ホームページと併せて普及啓発を図っている。なお、「成年後見

制度出前講座」では、「わたしの町の看護師さん」による、人生会議（もしものときに、ど

のような医療やケアを望むのか、前もって考え、家族や信頼する人、医療・介護従事者たち

と繰り返し話し合い、共有すること。略してＡＣＰ）を題材とした寸劇を同時に開催した。

（令和７年度 ACPについての出前講座・寸劇回数 6回） 

また、ＡＣＰについてのポスターの作成と多数の方が集う場での掲示を依頼することに

より周知に努めた。 

⑥相談支援 

地域の在宅医療・介護連携の相談窓口を担う「大田市在宅医療・介護連携支援センター」

（地域医療推進課内に設置）で、医療・介護に関する相談受付や関係機関への情報提供等に

対応した。 

また個別事例については、直接関係する庁内関連機関との情報共有、繋ぎにより支援に 

務めた。 

 

2.地域共生社会の実現 

（1）重層的支援体制の整備 

令和３年度から重層的支援体制整備事業を実施し、高齢者のみならず、障がい者、子どもに

関することなど、複合的な課題を含む相談に対応できるよう、地域包括支援センターや障がい

者相談支援事業所、大田市社会福祉協議会など多分野の機関との合同勉強会（研修会）を開催

するなど、対応力の強化に努めている。 

 

3.地域包括支援センターの機能充実・強化 ※センター委託業務の実績は別紙に記載 

(1)地域包括支援センターの機能強化 

 大田市地域包括支援センターは、事務所を大田市民センター内に置き、3 職種（保健師、

社会福祉士、主任介護支援専門員）等が、それぞれの専門性を発揮し、高齢者への①総合相談・ 

支援 ②地域の介護支援専門員への支援（包括的・継続的ケアマネジメント支援） ③権利擁

護支援等を関係機関との連携により実施している。 
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 令和６年度から、業務を大田市社会福祉協議会に委託し、必要な専門職の安定的な確保・

定着により業務の継続性を担保するとともに、機動力の向上により、支援を必要とする人を的

確に把握し、適切なサービス等につなげるなど、センター機能の充実を図っている。 

 

 (2)地域ケア会議の充実・強化 

①地域ケア会議「個別会議・自立支援サポート会議」，「推進会議」 

地域包括支援センターへ、「個別会議・自立支援サポート会議」を業務委託し実施。地

域の介護支援専門員等を対象に、個別ケースの支援内容の検討を行い、介護保険法の理

念に基づいた、高齢者の自立支援に資するケアマネジメントの支援を行うことができる

よう支援を行った。 

また、地域ケア推進会議では、個別ケースにおける課題分析を行い抽出された地域課

題や社会情勢等から、高齢者に関わる団体の代表者と共に、地域の課題に対する現状把

握と解決策について議論を行った。 

 

(3)自立支援のためのケアマネジメント 

大田市地域包括支援センターへ業務を委託し、大田市介護サービス事業者協議会居宅介

護支援部会と大田地域介護支援専門員協会と連携し、介護支援専門員に対するスーパービ

ジョンの研修会を開催。 

 

4.安定した住まいの確保に係る取組の推進 

(1)安心できる住まいの確保 

①生活支援ハウス利用延人数（委託事業） 

施 設 名 称 定員数 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

大田市生活支援ハウス 20人 51人 59人 53人 

高齢者生活福祉センターむつみ苑 14人 31人 29人 
12人 

※R7.9.30廃止 

②養護老人ホーム年度末措置実績 

年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

実績 6施設（65人） 6施設（65人） 6施設（66人） 

 

 

２．介護予防・健康づくり施策の充実・推進                       
 

1.介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

 

(1)一般介護予防事業の推進 

 

①高齢者の通いの場づくり事業 

地区の協議会が運営主体となり、概ね 75歳以上の虚弱・閉じこもりがちな高齢者を対象

に週 1回開催している。 

「0854-8 体操」をはじめ、脳トレや地元内外の講師による介護予防事業、創作活動、外

出等を行い、参加者の心身機能の維持・向上を図っている。 
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開始から 10年が経過し、継続利用者の中には心身の機能の低下から介護保険サービスの

利用が必要な方もおられ、利用者とその家族の同意・理解のもと地区民生委員、地域包括支

援センターや担当介護支援専門員と連携を図り、個別の対応も行っている。 

また、買い物支援の一環として高齢者通いの場づくり事業の開催日に併せ移動販売車を

誘致したり、孤食や低栄養予防の視点から会食を増やしたり、栄養を考えた補食を提供する

協議体も増加している。 

 （事業実績） 

令和 8 年 1 月に祖式地区が協議体を設立、令和 8 年 4 月に通いの場を開始した。令和７

年度は 22 地区 合計延べ 17,693 人（令和 7 年度末 登録者数 482 人）の参加があり、介

護予防の取組を行った。 

地域のニーズ把握、住民主体の高齢者通いの場づくりやそのためのボランティア育成、新

規地区立ち上げ準備等を行うため、生活支援コーディネーターを配置し連携、情報共有に努

めた。  

第 1層生活支援コーディネーター 社会福祉協議会   1名配置 

第 2層生活支援コーディネーター 各地区協議会   54名配置 

 

②地域リハビリテーション活動支援事業 

リハビリテーション専門職（理学療法士）等と連携し、地域ケア会議、住民運営の高齢者

通いの場への運動指導、評価等での参加、通所や訪問の同行等、介護職への助言体制の構築

により、地域全体の介護予防・重度化予防に繋げている。また、参画する専門職、関係機関

と年 8回の検討会を行い、事業内容、対応策などを検討協議した。 

  介護予防を支える地域づくりを推進するため、通いの場づくり未実施地区において、ま

ちづくりセンターと共催で、介護予防教室を開催するとともに、サロンフェスティバル等に

おいて運動機能低下への気づきを促す取組を継続して実施した。 

（事業実績） ・派遣回数  107回 

 

③地域介護予防活動支援事業 

高齢者サロンに関わるボランティアスタッフや地域活動組織の育成支援を行い、高齢者

サロンにおける介護予防の取組の推進を図っている。 

（事業実績） ・サロン数 121団体  登録数 1,378人  延べ参加者数 19,494人 

全体研修会 
 令和 7年 7月 16日（水）大田市民センター ４階 
「笑いヨガでフレイル予防」 

参加者数 55人 

サロンフェスティバル     
令和７年 11月 27日（金）大田市民会館中ホール・展示室 
① 市民活動団体の作品展示 ②喫茶  ③サロン情報  
④ 体力測定  ⑤ACP啓発 ⑥パタカラッシュ（口腔体操） 
⑦ 男の料理教室による試食提供  

参加者数 155人 

 

④介護予防普及啓発事業 

要介護状態になることを予防するための意識啓発として、介護予防教室等を実施した。 

（事業実績） ・介護予防教室  8回 参加延人数 135人  
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(2)介護予防・生活支援サービス事業の推進 

従来の訪問型サービスに加え、基準緩和型訪問サービスＡを平成 30 年度より実施した。 

（事業実績） 

  ・訪問型サービスＡの利用者 0人 

 ・基準緩和型の通所サービスについては実施なし 

 ・介護予防ケアマネジメント計画作成件数  延 1,560件 

 

2.高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進 

医療、保健、介護等の連携体制を構築し、地域毎の高齢者の健康課題の整理とともに個人の

状態に応じた包括的な支援を検討し、フレイル予防と生活習慣病の重症化予防を一体的に取

組むことにより、健康寿命の延伸を目指し介護予防を推進する「高齢者の保健事業と介護予防

の一体的実施事業」を令和 5年度より開始した。 

令和 7年度は 6圏域（中央・久手・東部・三瓶・高山・仁摩）18地区（川合・久利・大屋・

久手・富山・朝山・波根・池田・志学・北三瓶・祖式・水上・大森・大代・仁万天河内・宅野・

大国・馬路）において①低栄養防止・口腔ケア事業及び健康不明者訪問事業の個別支援（ハイ

リスクアプローチ）と②通いの場等への積極的な関与等（ポピュレーションアプローチ）を行

った。 

（1）個別支援（ハイリスクアプローチ） 
（2）通いの場等への積極的な関与等 

（ポピュレーションアプローチ） 

 対象者数 実施者数 実施回数 延べ参加人数 

低栄養防止・

口腔ケア事業 
   39人  13人 

  25回  604人 

健康不明者  

訪問事業 
25人  23人 

【参考】健康教育・健康相談（65 歳以上） 

 一体的実施事業以外に、市内各地で健康教育や健康相談を実施している。 

健康教育（令和 7年度） 健康相談（令和 7年度） 

実施回数 延べ参加人数 実施回数 延べ参加人数 

117回 2,137人 38回 705人 
 
 

3.生きがいづくりの推進 

(1)生涯学習の推進 

市内各地のまちづくりセンター等で、学習活動及びスポーツ活動が展開されている。 

(2)老人クラブ活動の推進 

①大田市内の老人クラブ現況（各年度 3月末現在） 

区分 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

単位老人クラブ数 32クラブ 32クラブ 30クラブ 

会員数 1,029人 925人 836人 

組織率 

(60歳以上人口) 

6.7％ 

（15,438人） 

6.1% 

(15,172人) 

5.95% 

(14,902人) 
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②大田市シニアクラブ連合会の事業内容 

⚫ 組織の充実・魅力ある活動づくり～会員加入促進運動・活動の活性化等 

⚫ 地域の支え合い活動～支え合う仲間づくり事業・福祉大会等 

⚫ 健康づくり・介護予防事業～健康教室・健康スポーツ大会・体力測定等 

⚫ 文化事業～囲碁将棋大会・芸能大会・福祉展等 

(3)高齢者が活動する場の提供 

老人福祉センター利用実績 

名  称 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

大田老人福祉センター 
865団体 

16,467人 

1,033団体 

18,967人 

1,124団体 

19,285人 

（指定管理者：大田市社会福祉協議会） 

4.就労・地域参加の促進 

サロン、通いの場やシニアクラブ等、地域の活動に積極的に関わる高齢者の力で、様々な組

織の運営が行われている。 

 統計上でも高齢就業者数は増加傾向にあり、高齢者の社会生活での重要度は増している。 

 

 ３．認知症施策と権利擁護の推進                       
 

1.認知症施策の推進 

 認知症総合支援事業は、令和 6年度より地域包括支援センターへ事業委託し実施している。 

① 認知症基本法成立を踏まえた施策の展開 

地域包括支援センター内に、認知症初期集中支援チーム事務局及び認知症地域支援推進

員を配置し、認知症初期集中支援チーム員研修や認知症地域支援推進員研修を受講するな

ど、専門性の向上と支援体制の充実に努めている。 

また、地域包括支援センター職員は認知症に関する研修等に積極的に参加し、知識・技術

の向上に努めている。 

チラシやホームページ、認知症ケアパスなどを活用し、地域包括支援センター及び認知

症初期集中支援チームを、相談窓口として広く周知するよう努めている。 

また、認知症月間（世界アルツハイマー月間）である 9月には、認知症の人と家族の会

島根県支部や認知症疾患センター等と連携し、認知症普及啓発のための街頭キャンペーン

を実施するとともに 9月から 10月にかけて市役所、図書館、金融機関などで認知症啓発パ

ネル展を開催した。市内介護保険サービス事業所の協力により、認知症の人の想いを伝え

るメッセージを展示し、認知症への理解促進を図った。 

さらに、認知症の人の感じる世界を VRで疑似体験する「認知症 VR体験会」を開催し、認

知症への理解を深める機会を提供した。認知症サポーター養成講座については、年 4回の

定期開催に加え、地域や関係機関からの依頼に応じて講座を実施し、認知症になっても安

心して暮らせる地域づくりを推進している。 

② 高齢者通いの場における活動の推進など､予防を含めた認知症への「備え」としての取組 

地域での介護予防教室や認知症サポーター養成講座を継続して実施するとともに、市内

22地区での高齢者通いの場では、毎回「0854-8体操」などの運動を実施している。 

レクリエーション等や創作、軽運動などの活動を、身近な場所で開催し参加できる場の

設置により交流も生まれ、利用者の気持ちのハリにもスタッフの意欲にも大きく寄与して
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いる。 

③ 早期発見・早期対応及び介護者負担の軽減等の取組 

認知症初期集中支援チームの事務局を地域包括支援センター内に設置し、連携型認知症

疾患医療センターやサポート医と連携を図り相談対応を実施している。 

原則、毎月認知症初期集中支援チーム員会議を開催し、支援が必要なケースについては多

職種で協議を行っている。令和 7年度は本事業の対象となるケースが２ケースあり、認知症

初期集中支援チーム員会議で支援方針等の協議を行い、関係機関と連携しながら必要な介

護サービスにつなげることができた。 

また、連携型認知症疾患医療センターや認知症地域支援推進員と連携し、認知症に関する

正しい理解の普及啓発に取り組んだ。市民を対象とした講演会や若年性認知症をテーマと

した啓発映画「オレンジ・ランプ」の上映会に加え、認知症 VR体験会を開催したほか、大

田市立病院のイベントで認知症ブースの出展を行う啓発活動など実施し、認知症への理解

促進に努めた。 

④ 認知症バリアフリーの推進 

認知症地域支援推進員を中心に、認知症家族の会やオレンジカフェなど、関係機関と連携

しながら、地域づくり、家族支援等を行っている。 

認知症キャラバン・メイトによる認知症サポーター養成講座を、一般市民をはじめ教育機

関、介護保険事業所、まちづくりセンターなど、幅広い分野を対象に開催した。さらに、定

期開催に加え、新任職員を対象とした研修も実施し、認知症への理解を深めるとともに、認

知症の人やその家族を地域で支える人材の育成に努めた。 

 

2.権利擁護の推進 

(1)高齢者の権利擁護の推進 

① 高齢者虐待の防止 

養護者による虐待については、地域包括支援センターが相談窓口となり、高齢者福祉事務

担当と連携し、個別対応を実施している。また、介護保険事業所、関係団体等への研修も行

い、早期発見・早期相談の啓発を行っている。 

 （事業実績） 

  ・虐待通報受理件数：施設虐待通報届出件数 3件（うち、虐待認定 1件）、養護者による

虐待/9件（うち、虐待認定 4件） 

  ・高齢者虐待防止等啓発研修 

事業所向け研修（出前）：１回 参加者数（9人） 

事業所向け研修（集合）：１回 参加者数（1部：24人, 2部：35人） 

② 日常生活自立支援事業の充実強化 

 （事業実績） 

  ・実利用件数：78件（R8.3.31時点/前年度 73件） 

（認知症高齢者 20件、知的障がい者 22件、精神障がい者 33件、その他 3件） 

③ 成年後見支援制度の利用促進 

・大田市成年後見支援センター 

大田市成年後見支援センター（大田市社会福祉協議会に業務委託）を中心に、市民後見

人の育成・支援を図っている。また、市民に対する出前講座等で普及啓発を行っている。 

（大田市成年後見支援センター事業業務実績） 
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  ・市長申立制度 

市民及び認知症高齢者を介護している家族等に対し、成年後見制度の普及啓発を行っ

ている。また、本人や親族による申立が困難なかたについて、必要に応じ市長申立を行

った。 

 （事業実績） ・市長申立 2件   ・後見人報酬助成 6件、849千円 

④ 高齢者の消費者被害防止 

高齢者通いの場や高齢者サロン等からの要請により、高齢者に対する振り込め詐欺、架空

請求などの特殊詐欺を防止するため、大田警察署の防犯講話や大田市消費者センターによ

る消費者被害防止についての講座などが実施された。 

 

 ４．効率的で適正な介護保険サービスの提供                       
1.介護保険サービスの基盤整備 

(1)総給付費等の実績（サービス給付費）                 （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.低所得者への配慮 

運営委員会の開催 1回開催（R8.3.27）  

市民後見人等の養成・支援 
市民後見人養成講座（R7.6.14～R8.1.10） 
受講者、修了者 15 名  

市民後見人の推薦 推薦 6名 （内選任者 6名） 

成年後見にかかる相談件数 相談件数    22件 

出雲後見センターとの連携 定例会参加  10回 

成年後見制度・私のあんしん
ノート出前講座 

開催回数 5カ所   参加者数 126名 
※わたしの町の看護師さんとの連携事業を含む 
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(1)特定入所者介護サービス費 

・該当者/621人(第１段階/16人、第２段階/141人、第３段階１/190人、第３段階２/274人) 

・金額/132,498千円 

(2)社会福祉法人軽減制度 

 ・該当者/49人(居宅 19人、施設 30人) ・金額/915千円 

(3)認知症対応型共同生活介護事業所等の利用者負担軽減制度 

 ・該当者/2人 ・金額/46千円 

(4)高額介護サービス費等 

・高額介護サービス費等給付費 金額/115,886千円 

・高額医療合算介護サービス費等給付費 金額/22,673千円 

 

３.介護給付の適正化 

(1)要介護認定の適正化（認定調査員等研修事業） 

・研修内容/調査対象者の姿が伝わる認定調査票の書き方 

・受講期間/令和 7年 12月 1日から令和 7年 12月 19日 

・受講者数/33名 

(2)ケアプランの点検 

専門的知識を有する事業者へ外部委託し、28 ケース（7 事業所、ケアマネジャー14 名）

のケアプラン点検を実施した。 

(3) 住宅改修の点検、福祉用具購入・貸与の調査 

・住宅改修について、事前、事後の写真による個別の実態の確認に加え、建築専門職によ

る点検を実施した。 

 ・例外給付にかかる軽度者への福祉用具貸与の確認書（利用の必要性など介護支援専門員

から確認）を事前に提出いただき、適正な給付であるか確認した。 

(4)縦覧点検・医療情報との突合 

・縦覧点検（算定期間、重複請求、居宅介護支援請求チェック） 

・医療情報との突合（介護サービス期間と入院日数の突合） 

(5)事業所の指導・監査等 

①運営指導 

区  分 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

地域密着型サービス事業所等（市指定） 

【一般指導】 
13事業所 7事業所 10事業所 

居宅サービス事業所等（県指定） 

【合同指導】 
2事業所 5事業所 0事業所 

介護保険施設（県指定） 

【合同指導】 
1施設 3施設 0施設 

合  計 16事業所 15事業所 10事業所 

②集団指導（地域密着型サービス事業所及び居宅介護（介護予防）支援事業所対象） 

期 日 内  容 備 考 

令和 8年 3月 27日 

令和 7年度運営指導の実施状況について 

電子申請・届出システムの利用について 

 外 

集合形式での実施

は行わず、資料を

市ホームページに

掲載 
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 (6)サービス内容の可視化 

・地域密着型サービス事業所の運営推進会議の内容を市ホームページで一元的に公開（サ 

   ービス内容を市民に情報提供） 

 

4.介護保険の円滑な実施 

(1)大田市生涯現役・いぶし銀が支えるまちづくり推進協議会の開催 

期 日 内  容 出席者 

令和 7年 8月 5日 

・第９期介護保険事業計画の令和６年度事業 

実績（実施状況） 

・第１０期介護保険事業計画の策定準備状況 

・指定介護予防支援に係る業務委託 

9名 

令和 8年 3月 12日 

・令和８年度 大田市地域包括支援センター 

運営方針（案） 

・指定介護予防支援に係る業務委託 

・第１０期介護保険事業計画の策定準備状況 

・地域密着型サービスの状況 

12名 

(2)サービスの質の確保・向上 

①自己評価に対する指導 

介護サービス事業所の運営指導を行う際に、自己評価の実施状況についてヒアリングを

行い、自己評価の内容が十分でない事業所に対して、指導を行った。 

②運営推進会議への参加・評価 

地域密着型サービス事業所の運営推進会議に参加して、事業所の活動状況の報告を受け

た。また、小規模多機能型居宅介護事業所及び運営推進会議を活用して外部評価を行うグル

ープホームに対しては、他の運営推進会議委員とともに運営推進会議において第三者の観

点からサービスの評価を行った。 

(3)広報の充実 

制度の仕組みや各種介護サービスについて周知するため「あったかいね介護保険」「介護

保険サービスマップ」等を印刷・配布したほか、市ホームページやぎんざんテレビなども活

用し、介護保険に関する広報を行った。 

(4)苦情処理、不服申し立て等への対応 

  介護サービスに関して市に苦情などの相談があった場合は、相談者に寄り添った対応を

心がけており、内容によって事業者等に確認したり、県に対応を協議したりしている。 

(5)介護相談員派遣事業 

・登録事業所/特別養護老人ホーム 6件、老人保健施設 2件、 

認知症対応型グループホーム 7 件、小規模多機能型居宅介護 3件、 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 1件 

・事業所訪問(延べ)/214回 

(6)個人情報保護 

介護サービス事業所への実地指導を行う際には、個人情報保護に対する取組を確認し、意

識啓発を図っている。 

(7)主治医との連携 

要支援・要介護認定において重要な役割を担う主治医意見書の作成や介護サービス事業者

に対して医療の専門家として指導・助言を行っており、引き続き、緊密に連携を図っていく。 
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(8)家族介護支援事業 

 家族介護用品支給事業 

・自宅で要介護 4～5の方を介護している市民税非課税世帯の家族に介護用品を支給  

・利用者実人数 33件   

 

5.介護人材の確保・育成及び業務の効率化 

(1)介護職員の確保 

介護職員不足への対応は市の喫緊の課題と位置づけ、介護人材の確保・育成に向けた次の

事業を実施した。 

①介護の魅力発信動画制作事業 

介護人材の確保及び定着を図ることを目的に、介護従事者がいきいきと働く姿や仕事へ

のやりがいを伝える「介護の魅力発信動画」を作成し、介護職場で働くことの魅力をぎんざ

んテレビや YouTubeなどで発信した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

②人材育成支援事業 

介護福祉士及び介護支援専門員の資格取得試験にかかる受験料や受講料の一部を助成。 

・受験料助成人数/4人(うち 4人合格) ・受講料助成人数/5人 

③訪問介護等支援事業 

中山間地域で訪問介護サービスの提供を維持することを目的に交通費を実施事業所に補助。 

・実施事業所/7事業所(市内 3、市外 4)、訪問件数 1,533件 

 

(2)研修体制の充実 

①研修会の開催 

介護の仕事がしてみたい、介護に関心がある等の市民を対象に｢介護の入門的研修｣を開催。 

・主催/大田市 ・開催場所/あすてらす 

・開催期日/令和 7年 8月 20日・21日、8月 27日・28日(4日間)  

・修了証交付/5人 

№4 転職編 

（特別養護老人ホーム） 

 

№5 ケアマネ編 

（居宅介護支援） 

№１ 子育て編 

（特別養護老人ホー

ム） 

№3 資格取得編 

（小規模多機能型居宅介護） 

 

 №２ U・I ターン編 

（小規模多機能型居宅介護）  

№6 子育て編 

（デイサービス） 

№7 ＩＣＴ編 

（特別養護老人ホーム） 

 

№8 転職編 

（グループホーム） 
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(3)業務効率化の取組の強化 

 介護ロボットやＩＣＴ機器の導入を促進するべく、島根県の補助制度を周知した。 

 

５．災害対策と感染症対策                      
1.災害・感染症に係る体制整備 

 避難に時間がかかる高齢者や自力での避難が難しい高齢者に対応するため、業務継続計画

（BCP）の策定が各事業者に義務付けられていることから、避難確保計画の作成、定期的な避

難訓練等の実施、物資の備蓄の状況等について、運営指導時等に確認を行っている。 

 大田市介護サービス事業者協議会では、近年の災害発生状況や非常時の対応等について、研

修会、グループワークを実施し、サービス提供事業者としての備えについて認識を深めている。 

 

６．計画推進のための体制整備                      
 

1.事業者・関係団体との連携 

きめ細やかで適切なサービスを提供するため、大田市介護サービス事業者協議会をはじめと

した関係団体と連携を図り、情報交換、情報共有を行っている。 

(1)大田市介護サービス事業者協議会 

令和 7年 4月 13日（月）～協議会総会 

(2)大田市社会福祉協議会との連携 

  生活支援コーディネーター情報交換会（計 7回）及び事前協議 

 

2.適切な情報提供 

複雑な介護保険制度について市民の理解を進めることを目的に、65 歳に到達したタイミン

グや要介認定の申請の機会を捉え、対象者に制度を分かりやすく説明したパンフレットを配

布している。加えて、地域包括支援センター、成年後見支援センターの役割について、紹介チ

ラシの送付、市のホームページへの掲載を通じ、広く市民に周知を図っている。 
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令和７年度介護保険事業の基礎データ（参考） 
 

＜高齢者等の人口等（各年度 3月末日現在）＞              (単位：人） 

区分 年齢階層 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

２号 40歳～64歳 9,423 9,222 9,072 

1号 

高齢者(65歳以上) 13,245 13,096 12,944 

 うち前期高齢者 5,579 5,305 5,026 

 うち後期高齢者 7,666 7,791 7,918 

総人口 31,925 31,181 30,564 

高齢化率 41.49％ 42.00％ 42.35％ 
 

＜要介護（要支援）認定者数（各年度 3月末日現在）＞         (単位：人） 

区分 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 

第１号被保険者数 13,245  13,096  12,944  

認定者数 

要支援１ 408 13.2％ 445 14.6％ 455 14.8％ 

要支援２ 399 12.9％ 409 13.4％ 446 14.5％ 

要介護１ 784 25.3％ 793 26.0％ 743 24.2％ 

要介護２ 461 14.9％ 450 14.7％ 471 15.4％ 

要介護３ 366 11.8％ 328 10.7％ 332 10.8％ 

要介護４ 364 11.8％ 336 11.0％ 341 11.1％ 

要介護５ 312 10.1％ 293 9.6％ 283 9.2％ 

合計 3,094 3,054 3,071 

認定率 23.4％ 23.3％ 23.7％ 

※第 1 号被保険者数には外国人被保険者及び住所地特例被保険者を、要介護認定者数には第 2 号被保険者を含む 

 

＜要介護認定申請件数＞          (単位：件） 

区分 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

新規 534 556 534 

更新 1,424 1,233 997 

変更 417 384 400 

合計 2,375 2,173 1,931 
 

＜介護保険サービス利用者数（ひと月あたり）＞           （単位：人） 

区 分 居宅サービス 
地域密着型 

サービス 
施設サービス 合 計 

要支援１ 251  2  0  253  

要支援２ 305  8  0  313  

要介護１ 588  162  29  779  

要介護２ 360  120  50  530  

要介護３ 187  63  98  348  

要介護４ 120  50  176  346  

要介護５ 81  35  168  284  

合 計 1,892  440  521  2,853  
  


